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補助金額確定通知書の送付 

交付決定通知書の送付 

 

補助金交付申請書の提出 

施工業者から見積書を取得 

受 理 

交付決定通知書の受理 

契約・事業着手 

※交付決定前に契約・事業着

手はできません。 

申請内容を変更、中止又は取り

下げる場合は、「（変更・中

止・取下）承認申請書」を提出 

事業完了 

実績報告書の提出 

事業完了から 60 日以内 

※令和 8 年 2月 10 日まで 
受 理 

補助金額確定通知書受理 

請求書提出 受 理 

補助金振込 補助金受領 

審査（２週間程度） 

現地調査 審査（２週間程度） 

振込（２週間～１か月程度） 
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区分 費目 細分 内容 

工事費 本工事費 

（直接工事費） 

材料費 
事業を行うために直接必要な材料の購入費をいい、これに要す

る運搬費、保管料を含むものとする。 

※「太陽光発電設備」「蓄電池」そのものの額を含むものとし

ますが、備考欄等に「太陽光発電設備本体の額〇〇円（うち

消費税●●円）」という形で額が分かるよう表示してくださ

い。工事費と別の区分で計上していただいても構いません。 

 例：太陽光設備■■円  工事費◆◆円 

労務費 本工事に直接必要な労務者に対する賃金等の人件費をいう。 

直接経費 
事業を行うために直接必要とする経費であり、次の費用をい

う。 

①特許権使用料（契約に基づき使用する特許の使用料及び派出

する技術者等に要する費用） 

②水道、光熱、電力料（事業を行うために必要な電力電灯使用

料及び用水使用料） 

③機械経費（事業を行うために必要な機械の使用に要する経費

（材料費、労務費を除く。）） 

④負担金（事業を行うために必要な経費を契約、協定等に基づ

き負担する経費） 

本工事費 

（間接工事費） 

共通仮設費 
事業を行うために直接必要な現場経費であって、次の費用をい

う。 

①事業を行うために直接必要な機械器具等の運搬、移動に要す

る費用 

②準備、後片付け整地等に要する費用 

③機械の設置撤去及び仮道布設現道補修等に要する費用 

④技術管理に要する費用 

⑤交通の管理、安全施設に要する費用 

現場管理費 
事業を行うために直接必要な現場経費であって、労務管理費、

水道光熱費、消耗品費、通信交通費その他に要する費用をい

う。 

一般管理費 事業を行うために直接必要な諸給与、法定福利費、修繕維持

費、事務用品費、通信交通費をいう。 

付帯工事費  本工事費に付随する直接必要な工事に要する費用をいう。 

※必要最小限度の範囲とすること 

機械器具費  
事業を行うために直接必要な建築用、小運搬用その他工事用機

械器具の購入、借料、運搬、据付け、撤去、修繕及び製作に要

する経費をいう。 

測量及び試験費  事業を行うために直接必要な調査、測量、基本設計、実施設

計、工事監理及び試験に要する経費をいう。 

※太陽光発電設備、蓄電池の共通経費につきましては、任意の合理的な方法でそれぞれの内訳に配分してい

ただきますようお願いいたします。 

※細分ごとの額が記載されていることが望ましいですが、困難な場合は複数の項目を合算しても構いません

（但し、内訳について聞取り調査等を行うことがあります）。
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蓄電池の仕様 

（１） 蓄電池パッケージ  

ア 蓄電池部（初期実効容量 1.0kWh 以上）とパワーコンディショナー等の電力変換装置から

構成されるシステムであり、蓄電システム本体機器を含むシステム全体を一つのパッケー

ジとして取り扱ものであること。  

※ 初期実効容量は、JEM 規格で定義された初期実効容量のうち、計算値と計測値のいずれ

か低い方を適用する。  

※ システム全体を統合して管理するための番号が付与されていること。  

（２） 性能表示基準  

初期実効容量、定格出力、出力可能時間、保有期間、廃棄方法、アフターサービス等につ

いて、所定の表示がなされていること。所定の表示は次のものをいう。  

ア 初期実効容量  

製造業者が指定する、工場出荷時の蓄電システムの放電時に供給可能な交流側の出力容

量のこと。使用者が独自に指定できない領域は含まない。（算出方法については、一般社

団法人日本電機工業会 日本電機工業会規格「JEM1511 低圧蓄電システムの初期実効容量算

出方法」を参照すること）  

イ 定格出力  

認証書に基づく系統側の定格出力を指定し登録対象機器の添付書類に明記されているこ

と。定格出力とは、蓄電システムが連続して出力を維持できる製造事業者が指定する最大

出力とする。定格出力の単位は W、kW、MW のいずれかとする。  

ウ 出力可能時間の例示  

① 複数の運転モードをもち、各モードでの最大の連続出力（W）と出力可能時間（h）  

の積で規定される容量（Wh）が全てのモードで同一でない場合、出力可能時間を代

表的なモードで少なくとも一つ例示されていること。出力可能時間とは、蓄電シス

テムを、指定した一定出力にて運転を維持できる時間とする。このときの出力の値

は製造事業者指定の値でよい。  

② 購入設置者の機器選択を助ける情報として、代表的な出力における出力可能時間

が例示されている場合も可とする。例示は、出力と出力可能時間が表示されている

こと。出力の単位は W、kW、MW のいずれかとする。出力可能時間の単位は分とし、

出力可能時間が 10 分未満の場合は、1 分刻みで表示されていること。出力可能時

間が 10 分以上の場合は、5 分刻みの切り捨てとする。また、運転モード等により

出力可能時間が異なる場合は、運転モード等が明確にされていること。ただし、蓄

電システムの運転に当たって、補器類の作動に外部からの電力が必要な蓄電システ

ムについては、その電力の合計も併せて記載されていること。単位は W、kW、MW の

いずれかとする。  
エ 保有期間  

補助金の支給を受けて対象システムを購入した場合、所有者（購入設置者）は、当該シ

ステムを法定耐用年数の期間、適正な管理・運用を図らなければならない。このことが登

録対象機器の添付書類に明記され、所有者（購入設置者）へ注意喚起がなされているこ

と。  

オ 廃棄方法  
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使用済み蓄電池を適切に廃棄、又は回収する方法について登録対象機器の添付書類に明

記されていること。蓄電池部分が分離されるものについては、蓄電池部の添付書類に明記

されていること。  

【表示例】「使用済み蓄電池の廃棄に関しては、当社担当窓口へご連絡ください。」  

カ アフターサービス  

国内のアフターサービス窓口の連絡先について、登録対象機器の添付書類に明記されて

いること。  

キ 蓄電池部安全基準  

① リチウムイオン蓄電池部の場合、蓄電池部が「JIS C8715-2 又は IEC62619」に準拠した

ものであること。  

※ 平成 28 年 3 月末までに、平成 26 年度（補正）定置用リチウムイオン蓄電池

導入支援事業の指定認証機関から「SBA S1101:2011（一般社団法人電池工業会

発行）とその解説書」に基づく検査基準による認証がなされている場合、「JIS 

C8715-2」と同等の規格を満足した製品であるとみなす。  

②  リチウムイオン蓄電池部以外の場合、蓄電池部が平成 26 年 4 月 14 日消防庁

告示第 10 号「蓄電池設備の基準第二の二」に記載の規格に準拠したものである

こと。  
（３） 蓄電システム部安全基準（リチウムイオン蓄電池部を使用した蓄電システムのみ）  

ア 蓄電システム部が「JIS C4412」に準拠したものであること。  

※ 「JIS C4412」における要求事項の解釈等は「電気用品の技術基準の解釈 別表第九」に

準拠したものであること。 

※ 平成 28 年 3 月末までに、平成 26 年度（補正）定置用リチウムイオン蓄電池導入支援

事業の指定認証機関から「蓄電システムの一般及び安全要求事項」に基づく検査基準に

よる認証がなされている場合、「JIS C4412-1」又は「JIS C4412-2」と同等の規格を満

足した製品であるとみなす。  

（４） 震災対策基準（リチウムイオン蓄電池部を使用した蓄電システムのみ）  

ア 蓄電容量 10kWh 未満の蓄電池は、第三者認証機関の製品審査により、「蓄電システムの

震災対策基準」の製品審査に合格したものであること。  

※ 第三者認証機関は、電気用品安全法国内登録検査機関であること、かつ、IECEE-

CB 制度に基づく国内認証機関（NCB）であること。  
（５）保証期間  

ア メーカー保証及びサイクル試験による性能の双方が 10 年以上の蓄電システムであるこ

と。  

※ 蓄電システムの製造を製造事業者に委託し、自社の製品として販売する事業者も含む。  

※ 当該機器製造事業者以外の保証（販売店保証等）は含めない。  

※ メーカー保証期間内の補償費用は無償であることを条件とする。  

※ 蓄電容量は、単電池の定格容量、単電池の公称電圧及び使用する単電池の数の積で算出

される蓄電池部の容量とする。  

※ JEM 規格で定義された初期実効容量（計算値と計測値のいずれか低い方）が 1.0kWh 未

満の蓄電システムは対象外とする。 
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項目 チェック 内容

□
申請者は、自ら居住しかつ所有する住宅（新築であれば予定）の
敷地内に設備を設置する者である。

□ ＦＩＴ制度、ＦＩＰ制度を利用しない。

□

蓄電池：工事費※（本体価格含む・税抜）の蓄電容量1kW当たりの
額が15.5万円以下である。
※パワーコンディショナーの価格を含む。また、太陽光発電等の
パワコンと一体となったハイブリッドパワコン、トライブリッド
パワコン等の場合も全額を蓄電池の工事費に含む。

□
太陽光発電設備の最大出力値は、太陽電池モジュールの公称最大
出力の合計値とパワーコンディショナ―の定格出力の合計値とを
比較して低い方の値を記載している。

□ 蓄電池の蓄電容量は、定格容量を記載している。

□
太陽光発電設備：7万円×kW（出力は小数点以下切捨)、5kWまで
（千円未満切捨）で計算されている。

□
蓄電池：工事費（本体価格含む・税抜）の1/3の額（5kWhまで）
（千円未満切捨）で計算されている。

□ 工事完了（予定）年月日が2月10日以前となっている。

□
合計金額（税抜、税込）、総事業費、補助対象経費の内訳（機器
の価格、工事費等）が分かるよう作成されている。（手続きガイ
ドＰ６参照）

□ 見積依頼者と申請者が同一である。

設置場所及び
付近の見取図

□ 住宅の位置及び設備の設置場所が分かる図面である。

□ メーカー名

□ 型式

□
パネルの使用枚数が分かる資料（設置図面等）（太陽光発電設
備）

□
太陽電池モジュールの最大出力値、パワーコンディショナ―の定
格出力値（太陽光発電設備）

□ 定格容量（蓄電池）

委任状
（任意様式）

□ 事務等代行者へ委任する場合に限る。

□ 申請者用　　内容を確認し、署名している。

□ 施工業者用　内容を確認し、記名、押印（社印）している。

□ 自家消費率が３０％を超えている。

□
年間の発電想定量、自家消費想定量、売電想定量を記載してい
る。

□ 世帯人数を記載している。

□ 過去１年間の電気代を記載している。

誓約書

補助金交付申請書
（様式第１号）

要件

     補助対象設備欄

     補助金額欄

     以下の項目について記載があること

発電電力の
消費計画書
（任意様式）

仕様書
（カタログ、パンフ
レット等）

見積書の写し
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項目 チェック 内容

要件 □
実績報告書提出日が、事業完了日から60日以内又は2月10日
のいずれか早い日以内である。

実績報告書
（様式第６号）

□

内容が申請時と同様である。
（ただし、補助対象経費の20%以内の額の変更又は着手日・
完了日を30日以内の範囲での変更する場合を除く。）

□ 契約者と報告者が同一である。

□ 契約日付は、交付決定日以降の日付である。

□
申請時から補助対象経費に変更があった場合は、見積書及び
内訳書を添付している。

□ 領収書の金額と一致している。

□ 契約書の金額と一致している。

□ 支払者と報告者が同一である。

□
領収内訳書（手続きガイドＰ６参照）が作成されている。

□ 製造メーカー発行の保証書である。

□ 報告者の氏名が記載されている。

□ 保証書に記載されている設備は申請した設備と同様である。

取扱説明書等の写し □
取扱説明書の写し等、仕様が確認できる書類がある。
（取扱説明書の場合、表紙、裏表紙は省略不可）
蓄電池については手続きガイドＰ11参照。

□ 報告者の氏名、住所が確認できる。

□ 契約プラン（売電価格等）が確認できる。

□
施工前、施工中、施工後の写真がある。（太陽光発電設備、
蓄電池それぞれのもの）

□ 住宅全体を映した写真がある。

□ 太陽光発電モジュールの設置状況が確認できる。

□ 蓄電池の設置状況が確認できる。（蓄電池がある場合）

□
蓄電池、パワーコンディショナ―の型番が分かる部分の接写
がある。（蓄電池がある場合）

□
家屋内にモニターがある場合はモニター（画面を表示してく
ださい。）の写真がある。

設置状況を把握でき
る写真

契約書の写し

電力会社との接続契
約書、売電契約書等
の写し

保証書の写し

領収書の写し
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項目 チェック 内容

蓄電池パッケージ □ システム全体を統合して管理するための番号

□ 初期実効容量

□ 定格出力

□ 出力可能時間の例示

□
保有期間
※補助金の申請者が法定耐用年数の期間、適正な管理・運用を
図らなければならないことが記載されている書類

□
廃棄方法
※使用済み蓄電池の廃棄・回収方法が記載された書類

□
アフターサービス
※国内のアフターサービス窓口の連絡先が記載された書類

□

蓄電池部安全基準
●リチウムイオン蓄電池部
　JIS C8715-２又はIEC62619に準拠したものであることが分か
る書類
※SII（環境共創イニシアチブ）に登録されている場合は不要
です。
●リチウムイオン蓄電池部以外
　蓄電池部が平成26年4月14日消防庁告示第 10号「蓄電池設備
の基準第二の二」に記載の規格に準拠していることが分かる書
類

蓄電システム部安全
基準（リチウムイオ
ン蓄電池部を使用し
た蓄電システムの
み）

□

蓄電システム部
「JIS C4412」に準拠したものであることが分かる書類
（注）平成 28年 3月末までに、平成 26年度（補正）定置用リ
チウムイオン蓄電池導入支援事業の指定認証機関から「蓄電シ
ステムの一般及び安全要求事項」に基づく検査基準による認証
がなされている場合は、それが分かる書類も可
※SII（環境共創イニシアチブ）に登録されている場合は不要
です。

震災対策基準（リチ
ウムイオン蓄電池部
を使用した蓄電シス
テムのみ）

□
第三者認証機関の製品審査により、「蓄電システムの震災対策
基準」の製品審査に合格したものであることが分かる書類（蓄
電容量 10kWh未満の蓄電池のみ）

保証期間 □
メーカー保証及びサイクル試験による性能の双方が10年以上の
蓄電システムであることが分かる書類

性能表示基準
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